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新型コロナウイルスは次 と々変異を遂げ、依然として脅威
は続いております。ただ、社会の基盤部分では、確実に持
続可能な社会に向けた価値転換が高まってきていると感じます。

昨秋、映画「MINAMATA」を観ました。米国人フォト
ジャーナリストであるユージン・スミスが水俣病を取材し世界に
その悲惨さを伝えていくという実話に基づく物語です。このな
かで、チッソ社の社長がユージンに、被害者は「ppm にす
ぎない」という言葉を吐きます。辛辣な言葉ですが、右肩
上がりの時代には、立法も行政もそして司法も、この「ppm」
を無視した合理的で標準化した社会を目指してきたのは事
実であり、これはこれまでの社会の価値観を端的に表したも
のだと思いました。しかし、人間が生身の動物である限り、
そもそも個々に異なった身体や思想や人格をもっており、ダイ
バシティは当然の基盤です。これまでの行き過ぎた「一般
社会通念」という基準、その一般を拡大したにすぎない「公
共」重視基準を今後も貫くことは、将来にわたる人間社会
の持続を困難にする。この危機感が「持続可能な社会実
現」という思想に繋がっていると理解しています。

女性、LGBTQ、障がい者、精神疾患を抱えた人、非
正規労働者、要介護者、子育て世代、刑事事件等被害
者、そして飲食事業、過疎地、地方など。微小と評価され

る「ppm」をどうやって社会にインク
ルージョン（包摂）していくのか。国家
はもとより、企業や組織がそれぞれに、
この思想をもって健全な事業活動を営
み、個人がいきいきと健康に暮らせる
社会を目指していく。その過程で必ず
や明るい時代が来ると信じています。

そして今、それぞれの個が属する
組織がなすべきこと。それは、理念経営、哲学経営を行う
ことであると思います。近時、パーパス経営などと言われるよ
うになりましたが、自分達の存在意義を全員で共有し、高邁
な理想で個 を々インクルージョンしてこそ、ダイバシティが体
現できると考えます。

今回のニュースレターでは、ダイバシティ・インクルージョンを
テーマにジェンダー、内部告発、働き方、DX 改革、外国
人労働者問題のほか各種の法改正を取り上げました。

新春にあたり、ぜひご一読賜り、本年も、わたくしたち法
律事務所の弁護士、スタッフに温かいご指導とご鞭撻をい
ただきますよう謹んでお願い申し上げます。

　　2022 年 1 月

News Letter
謹賀新年

弁護士　井 口 寛 司
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日本に帰ってくる？
友人の娘さんがフィンランドに留学しています。高校

生です。日本の友人たちの話題は大学入試。帰国し
てから入試の準備に間に合うのだろうか、と少し
心配しているらしいのです。私は思わず「えっ
帰ってくるの? 外国の大学に進学して国際機関
で働く方がいいのでは? 帰国しても、息がつまっ
て面白くないよ。」と即座に返してしまっていまし
た…。そうです、フィンランドは2021 年世界幸
福度ランキング 1 位（日本は56 位）、ジェンダー
ギャップ指数 2021 は2 位（日本は120 位）、首
相は世界最年少 30 代の女性サンナ・マリン、内
閣 19 人のうち12 人が女性閣僚…、という私に
とっては垂涎の国であり、彼の国で学んでおき
ながら何も日本に帰らなくとも!と思ってしまったの
ですが、自国をそう思ってしまっていることに愕然
としました。

持続可能性の崩壊と夫婦別姓
明治維新後、人口激増を背景に高度経済成

長を遂げた140 年間は2008（平成 20）年に終
わりました。その後は、人口は減少傾向となって
そのスピードが加速化し、また年齢構成も、生
産年齢人口が減少して高齢化率が急上昇する
という、劇的な変化の最中にあります（図１、図
２）。現状のまま行けば今の社会はもたないため

（持続可能性の崩壊）、社会保障制度をはじ
め、社会制度を再構築する必要があります。ま
た生産年齢人口の減少を受けて、あらゆる人が
社会に参画するための雇用制度、雇用環境を
抜本的に整備する必要もあります 注1）。

これをジェンダーの視点から見ると、家族制度
についても社会の変化に応じた再構築が必要な

時代に入っています。家族の昭和モデルは「同姓を
名乗る異性間カップルと子どもたち」であり、お父さん
が仕事へ、お母さんは家庭に、でした。私も正にそ
の典型的家族で育ちました。

しかし、女性であっても高齢者であっても、意欲の
ある人が社会に参画するための雇用や雇用環境を整
備することの一環として、主に女性が結婚や離婚の
度に、自分を称する氏（名）を変えなければならない
という苦痛から、女性たちを解放する必要があります。
夫婦別姓を選択できるようにするということは家族の多

様性を認めることであり、社会の持続可能性に資する
取組みなのです。

夫婦と未婚の子どもが同氏である現在の「夫婦同
氏制度」は、氏で統一され戸主が絶大な権限と責
任を有する明治時代に創設されたところの「家制度」
の残滓です。戦後、現憲法の下で「家制度」は廃
止されましたが、現行民法において夫婦同氏制度が
残ったとき、民法学者たちは「家破れて氏残る」と
嘆きました。現憲法における個人の尊厳と両性の本
質的平等が家族制度において徹底されなかったので
す。

同性婚
同性愛は少し前までは「疾患（病気）や障害」

と認識されていました。米国精神医学会は1987（昭
和 62）年に刊行したＤＳＭ第 3 版の改訂版（ＤＳＭ
－Ⅲ－Ｒ）において、同性愛を精神疾患とする記述
をすべて削除しましたが、それまでは同性愛は病理
的セクシュアリティーを伴う精神病質人格又は人格障
害とされていました。世界保健機関が公表した国際
疾病分類（ＩＣＤ）においても、1992（平成 4）年
に出された改訂 10 版（ＩＣＤ－10）までは、同性愛
は性的偏倚と性的障害の項目に位置づけられていま
した 注2）。その後欧米では、同性愛は疾患（病気）
ではないという公式見解が出されたころから、登録
パートナーシップ制度、そして同性婚の制度が次々
に導入されていき、同性婚について、この20 年の
間に社会的認知が進み、法律でも認められていきま
した 注3）。

日本では、2015（平成 27）年 11 月に東京都渋
谷区が登録パートナーシップ制度を導入したのをはじ
めとして、同制度を導入した地方公共団体は2021
年 10 月 11 日現在において130、導入した自治体に
居住する人口は全国総人口の4 割以上となり 注4）、
テレビドラマなどでも性的少数者（LGBTQ＋）の暮
らしや想いに触れたものが多く制作されるようになりま
した。

台湾の工夫
アジアでは台湾が2017（平成 29）年、憲法裁判

所に該当する司法院が同性婚を認めない民法の規定
を違憲とし、同性婚を認める民法改正を行いました。

夫婦が別姓を選択できる制度も同性婚も、法律婚
ではなく事実婚を選択すれば今でも実現できます。し
かし、日本は婚姻をしなければ子どもを産まない社会
です。出生する子どものうち結婚していない男女から
生まれた子どもの割合は2.3％に過ぎません。欧米で
は30 ～ 50％くらいですので 注5）日本だけが極端に少
ないことが分かります。日本社会は法律婚を尊重する
意識が非常に強いのです。

台湾でもLGBTQ＋において結婚の権利を求めた
のは、周囲からも結婚を祝福されたいとの望みが強
かったからだといいます。台湾では同性婚を認める際、
異性婚と異なり、お互いの家族が姻族になるわけで
はない、という工夫をしました。それで反対派が同性
婚を受け容れるようになったというのです。台湾には
父系社会の伝統も残っており、「先祖や家を守る結婚
が大切」「それぞれの親族が姻戚関係となるのは当
然」という考え方をする人が一定数いて、同性婚が
個人と個人の関係にとどまるのであれば、社会的脅
威にならないとみなしたのではないかと考えられていま
す 注6）。

この方法は同様の社会的背景を持つ日本でも十分
に検討可能な観点であると考えます。

次世代に何を残すか
夫婦別姓を選択できる制度や同性婚は、「『家』

のための婚姻」の残滓から私たちが解放されること
を意味します。しかし、それは反対派が恐れている
ような、夫婦同姓や、異性婚により子を育むことを否
定することに繋がるわけではありません。選択肢が
増えることにより、これまでは選ぶことができなかった
ことで圧迫されていた人々に自由が与えられるだけな
のです。

家族制度にも時代に応じたイノベーションが必要で
す。変革なき社会に持続可能性はありません。次世
代は人口減少、そして生産年齢人口が激減する社
会に生まれ、育っていくのです。私たちは今、社会
の持続可能性のために勇気を持って議論を加速すべ
きではないでしょうか。

注１）「本当に君は総理大臣になれないのか」（小川淳也　中原一歩　講談社現代新書）は高齢化率が約40％となる2050年までに社会制度の抜本的再
構築が必要とする。

注２）札幌地裁令和3年3月17日判決　平成31年（ワ）第267号　損害賠償請求事件　原告：原告番号１～６　被告国（裁判長 裁判官式部知子）
注３）1989（平成元）年デンマークで登録パートナーシップ制度が導入された。以下は同性婚制度の導入時期と国。2000（平成12）年オランダ、2003

（平成15）年ベルギー、2005（平成17）年スぺイン、カナダ、2006（平成18）年南アフリカ、2008（平成20）年ノルウェー、2009（平成21）年
スウェーデン、2010（平成22）年ポルトガル、アイスランド、アルゼンチン、2012（平成24）年デンマーク、2013（平成25）年ウルグアイ、

ニュージーランド、フランス、ブラジル、英国（イングランドとウエールズ）、2015（平成27）年ルクセンブルグ、アイルランド、2017（平成29）年
フィンランド、マルタ、ドイツ、オーストラリア。米国連邦最高裁は2015（平成27）年同性婚を認めない州法の規定を合衆国憲法に違反する旨の判決
を言い渡した。

注4）渋谷区・認定NPO法人虹色ダイバーシティ　全国パートナーシップ制度共同調査（2021.10.11）
注5）米国で40.3％、フランスで59.1％、ドイツで35％、イタリアで30％、英国で47.9％
注6）オードリー・タン「自由への手紙」2020年11月17日発刊 講談社
図１・図２）「国土の長期展望専門委員会 最終とりまとめ 参考資料」P2、P4より

弁護士　石 橋 伸 子

持続可能性と
家族制度の
イノベーション

（出典）1920年までは、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974年）、1920年からは総務省「国
勢調査」。なお、総人口のピーク（2008年）に係る確認には、総務省「人口推計年報」及び「平成17年及び22年
国勢調査結果による補間補正人口」を用いた。2020年からは 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計
人口（平成29年推計）」を基に作成。

（出典）1970年は総務省「国勢調査」
　　　  　2050年は国立社会保障・人口問題研究所「将来人口推計（平成29年1月推計）」の出生中位・死亡中位仮定に

よる推計結果

（図１）

（図 2）
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制度の重要性
「内部通報制度」という言葉は、皆様ご存知の

ことと思います。会社などの組織が、その内部
者から不正行為その他法令違反行為について報
告を受け、調査・是正を図る仕組みを言います。

定義を簡略化しましたが、もちろん会社に限
らず組合その他の組織も含まれます。内部者に
は退職者や業務委託先を含めることが可能です。
不正行為や法令違反行為には、犯罪行為に限ら
ず内規違反を含める会社がほとんどです。

このような「内部通報制度」は、組織内の不
正行為をいち早く察知して是正する契機となる
重要な意義があります。CSR や ESG の考え方
が広まる中で、企業価値の低下を防ぎ、事業の
継続性を図る上で、もはや内部通報制度は不可
欠の仕組みといえます。

産地偽装、検査不正、融資審査資料の改ざん
など、現場従業員の間では知られていながら経
営陣が知らない不正行為が長年にわたって継続
し、後日発覚した際に企業が大きな損失、社会
的評価の低下を被ったというニュースには枚挙
に暇がありません。多くの事例において、内部
通報制度がきちんと機能していれば、不正が拡
大したり長期化したりする前に是正できた可能
性があります。

言葉が持つ印象
このように有 益 な制 度 ですが、「内 部 通 報 」

という言葉に何か後ろめたい雰囲気を感じるの
は私だけでしょうか。

広辞苑によると、「通報」は「告げ知らせる
こと。しらせ。報知。」と書かれており、極め
てニュートラルな言葉です。しかし、「内部通
報」という言葉になると、俄かに「密告」「チ
クる」などといった言葉と共通点があるような
印象を持ってしまいます。このような感想は他
の方からも聞いたことがありますので、私だけ
が感じる印象ではないのでしょう。企業が積極
的に社内に浸透させようとしても、制度名その

ものがマイナスの印象を与えることは良くあり
ません。

一方で、「公益通報」という言葉もあります
が、公益という言葉を掲げるのも大げさな気が
します。産地偽装や検査不正であれば社会に大
きな影響を及ぼす可能性もあるため公益といえ
るかもしれませんが、横領や窃盗など、重要で
はあるものの影響が社内に留まる不正もあり、

「公益」という言葉が持つイメージとは少し違う
かもしれません。

気 になっ たので海 外 の制 度 を調 べてみまし
た。アメリカ連邦法では、民間企業に適用さ
れる法律として「SOX 法」と「ドット・フラン
ク法」が、政府機関に適用される法律として

「内部告発者保護法」があるようです。後者は
「Whistleblower Protection Act」 と表 記 され
ています。英語では、内部通報者は「笛を吹く
人」と表現されていることが分かります。さし
ずめ、反則を見つけると笛を吹いて駆けつける
レフェリーのような存在でしょうか。これなら
全く後ろめたい雰囲気は感じません。

わが国でも、公益通報者（内部通報者）を保
護することは極めて重要ですが、国が法律を
作って民間に押し付けるよりも、民間から積極
的に「Whistle-blowing」を推奨する文化を醸
成していく必要があると考えます。そのために
は、通報を行う人に対するマイナスのイメージ
を払拭していくことも大切と思います。

改正法のポイント
その「公益通報者保護法」が昨年改正され、

今 年 の 6 月 に施 行 される予 定 です。 改 正 法 の
「指針」及び「指針の解説」が消費者庁から公表
されていますので、少し解説させていただきま
す。

今回の改正で特筆すべきは、「通報対応業務
従事者」に対する刑事罰が導入されている点で
す。これまでも通報窓口（法務部やコンプライ
アンス部などに設置されている場合が多いと思
われます）の担当者は守秘義務を負っていまし
たが、今後は正当な理由なく通報者を特定でき
るような情報を漏らした場合、罰金刑を受ける
可能性が出てきます。

また、「通報対応業務」は、内部通報の受付、
調査、是正に必要な措置のいずれかを主体的に
行う業務や、これらの業務の重要部分について

関与する業務とされますが、これに当たるかど
うかは業務の内容に応じて実質的に判断される
ため、人事部やハラスメント対応部署の担当者
の業務も「通報対応業務」に当たる可能性があ
ります。

以上の点に関して、指針では「事業者は、従
事者を定める際には、書面により指定するなど、
従事者の地位に就くことが従事者となる者に明
らかとなる方法により定めなければならない」
としています。これは、通報窓口担当者は通報
事案に関する情報を扱い、かつ刑事罰を科せら
れる立場にあるため、その職責の重さを自覚し
ていただくことを目的としているものです。指
針の解説では、従事者を定める方法として「従
事者に対して個別に通知する方法のほか、内部
規定等において部署・部署内のチーム・役職等の
特定の属性で指定することも考えられる」と記
載されていますが、いずれの場合であっても、
通報対応業務従事者となる者をただ漫然と指名
するのではなく、通報を受付けた場合の対応や
守秘義務等について研修等を行ったうえで、守
秘義務に反すれば刑事罰を受ける立場にあるこ

はじめに
現在、当事務所は「DX」を進めています。
DX（デジタルトランスフォーメーション）と

は、「IT の浸透が、人々の生活をあらゆる面でよ
り良い方向に変化させる」として提唱された概念
で、単に技術的なデジタル化というにとどまらず、
新たな価値創造をもたらすことをいいます。

では弁護士・法律事務所のDX がいかなる価値
創造をもたらすのか。

当事務所の具体的な取り組み・構想とともに述
べていきたいと思います。

顧客サービス過程における価値創造
顧客の立場に立ったときに、大切なことは、自

弁護士　村 上 英 樹

弁護士　高 島   浩

弁護士・法律事務所
のDX、価値創造

事業の持続的発展と
「Whistle-blowing」

とを説明し、書面等を交付して指名するべきで
す。

また、指針では、事業者は、「通報事案に関す
る情報を共有できる者の範囲を限定し、それ以
外の者が共有することを防ぐための措置」を取
るとともに、「通報者を探索特定しようとする行
為を防ぐための措置」を取ることとされていま
す。社内で通報情報にアクセスできる者を限定
し、それ以外の者が通報者を探索する行為を禁
止し、情報漏洩が懲戒処分の対象となることを
周知するなどの対応を取っていただくことが必
要です。

企業が発するメッセージ
近時、「Whistle-blowing」によって自浄作用が

働いたケースを、対象者が特定されないように
修正を加えたうえで成功事例として社内に公表
している企業もあります。企業がWhistleblower
をしっかり保護するというメッセージを発し、
内部通報が持つマイナスイメージを払拭してこ
そ、その企業の持続性は高まることが期待され
ます。

分の依頼している内容について、いつも資料が
すっきりした状態で整理されていて、弁護士と

「実質的な話」がタイムリーにできる状態、その
安心感が常にあることです。

これまで、顧客からみれば、弁護士と書類の
やりとりを郵送で行うと数日かかり、送られて
きた書類も自分でファイリングしておかなけれ
ばならず、急ぎの面談といってもなかなかスケ
ジュールが合わず来週になる、という状態が長
く続いてきました。

これには「ストレス」があったはずで、これ
をいかに無くしていくかが課題です。

最近は、郵送でなくメールで各種連絡や文書
のやりとりを行うことが増え、便利になりました。
さらに、法律事務所と顧客との間でも「クラウ
ドストレージ」（Google ドライブ、Dropbox な
ど）による情報共有ができれば、資料を即時に
アップでき、顧客側でファイリング等する必要
もなく、いつでも必要な資料が取り出せるよう
になります。

Zoom などを利用したオンライン面談は既に
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活用されています。面談の目的、内容によって、
オンラインとリアル（対面）を使い分ければ、
緊急の相談もしやすくなります。

法律事務所と顧客との連絡も、対面・電話・
FAX からメールへ、メールからチャット機能の
あるツール（Chatwork やSlack など）の活用へ
と、より緊密でタイムリーな手段を工夫してい
く必要があります。

日々の創意工夫により、「いつでも、すぐに中
身が話せる」サービスを日々工夫して作り上げ
ていきたいと考えています。

弁護士業務における価値創造
①「事件ファイル」のデジタル化
　これまで弁護士は、紙の「事件ファイル」に、
委任契約書から打ち合わせメモ、裁判書類（主張
書面、証拠）その他を全部綴っていました。
　その「事件ファイル」が手元になくても仕事
ができるようにするにはどうすればよいか、が
デジタル化の取り組みです。
　書類をPDF化しクラウドに保存すると、まず、
事件記録にどこからでもアクセスできます。
　また、クラウド型サービスの「案件管理ソフ
ト」（当事務所はfirmee※というサービスを導入
しました）により、案件の進捗状況、関係者の連
絡先、事件経費情報を一元管理して、自宅からで
も外出先からでも確認できるようになります。
　新しいサービスの導入自体は難しくありませ
んが、実際には、既に「紙」の状態である大量
の記録をPDF化することが大変な作業です。当
事務所では昨年からプロジェクトを組んで取り
組み、現在進行中の案件についての記録はほと
んどPDF化が完了し、リモートアクセスが可能
な状態ができています。

②リモートワークがもたらす弁護士の変革
「事件記録」がデジタル化・リモート化し、事

務 所 との連 絡 もチ ャ ッ ト やク ラ ウ ド 型 ス ケ
ジューラーにより行え、判例検索や文献もクラ
ウド型サービスで行えるとすれば、弁護士はど
こにいても仕事ができるようになります。　

このことは、これからの弁護士にとってのワー

チャンス到来！？
第５回日経「スマートワーク経営」調査によれ

ば、回答した上場企業・有力非上場企業 807 社の
内８割がコロナ禍を機に導入した在宅勤務（82.7%
導入）、web 会議システム（61.0% 全社導入）、電
子契約システム（29.4％採用）などによる場所に
こだわらない働き方を常時運用したいと回答し、
4 割が副業を解禁したと回答したとのことです。

さすが大企業！と唸らざるを得ない調査結果で
すが、この結果は、コロナ禍を機に多様で柔軟な
働き方への関心が急速に高まったのみならず、人
材を採用し定着させていくためにはその実現が不
可欠となる時代に変わったことを端的に示してお
り、これまで人材の採用難と定着率の低さに悩ん
できた中小企業に対しては特に、変わることを強
く迫るものです。

もっともこの結果は、見方を変えると、その実
現により人材を採用し定着させることができる可
能性が高まっているということですから、中小企
業にとって、これまでの状況を一変させることが
できる千歳一遇のチャンスが到来していることを
示すものでもあります。

中小企業における働き方改革の実現
それでは、中小企業が多様で柔軟な働き方を実

現するためには何が必要でしょうか。
経営者が強い決意を持って取り組むことが絶対

的に必要であることは疑いありませんが、私は、
その他にも以下の二つが必要だと考えています。

一つ目は、過去の成功体験と決別することです。
何も中小企業に限ったことではありませんが、

多くの企業はこれまで、法で定められた最低限の
ルールを遵守するほかは、自社に尽くさせるため
の自社都合の枠組みを設定し、その枠組みに人を
合わさせて働かせることで成功を収めてきました。
そのため、どうしても物事をその延長線上で考え
てしまう傾向があります。しかし、「枠組みに人
を合わさせて働かせる」ことの延長線上に、多様
で柔軟な働き方が登場することはありません。こ

れとは真逆の「人に枠組みを合わせて働いてもら
う」ことの延長線上に存在するものだからです。

二つ目は、今いる人材が抱える事情や希望を汲
みながら、長くその持てる力を発揮してもらうた
めにはどのようにすれば良いかを考えることです。

自社には、出産、育児、家族の介護、病気など
の事情を抱える人、時間や場所に縛られずに働き
たい人、副業をしたい人など様々な人がいると思
います。またこれまでそれらの事情等を理由に退
職した人も、これからそのようになる人もいると
思います。それらを経営者が直接把握することが
できるのが、働く人一人ひとりの顔が見える中小
企業の強みです。その強みを生かして事情等を把
握し、これまでどうであったかとか、自社にとっ
て何が都合がよいかとか、それに要するコスト（費
用・時間・労力）を一旦忘れて、働く人一人ひとり
を思い浮かべながらゼロベースでこれらを考えれ
ば、実現の手段として、どのような仕組みと環境
を創ればよいかは自ずと見えてきます。

もちろん、法で定められたルール、組織として
の規律、事業を回すために必要となる体制、コス
トの限界等の制約がありますので、そこで描いた
絵は修正が必要になることが多いと思いますが、
この考えから出発すれば、必ず自社の事情に応じ
た多様で柔軟な働き方が実現できるはずです。

事務所の働き方改革について
ここまで書くと、当事務所はそれらを実践して

成果を出しているのかと問われそうですが、まだ
頭の整理が終わった段階で、ほとんど実践するこ
とができていません。

しかし、在宅勤務を含むリモートワークを機能
させるための書類の電子化や設備・ツールの導入、
近く予定されている男性弁護士の育児休業取得に
向けた検討など、いずれもまだ不完全ですが、そ
れぞれのライフステージに応じた働き方を実現す
るための取り組みを始めています。

これまで、社会にとって良い価値を提供するべく
我武者羅に走ってきましたが、今後も社会にとって
良い価値を提供し続けるための挑戦を続けていくた
めには、時代に即して、今、見直すべきことは多い
と感じています。働き方もその一つであり、これを
変えていくことを通じて、他のことも、また自分自
身も変わっていくのではないかと期待しています。

本年は、この千歳一遇のチャンスをモノにし、
大きく前に進みたいと思います。

弁護士　高 橋 弘 毅

今こそ
働き方改革 !

ク・ライフ・バランス、すなわち出産・育児・介護な
どと弁護士活動との両立に大きな意味を持ちます。

特に女性の弁護士にとって、たとえば20 歳代
で法律事務所に就職したあと初期の段階に出産・
育児期が来て、キャリアの中断や大きな制限を
余儀なくされることが多かったのがこれまでの
実情です。

これを大きく変えて、どんなライフステージ
においても制限を最小にして弁護士活動を継続
できるようにすることができれば、もっと多く
の人の持てる能力・意欲が開花します。

さらに、毎日オフィスで勤務している弁護士
も、時間・空間の制約がない働き方が実現すれば、
あり方が大きく変わります。

サービスを提供できる範囲が全国（過疎地、
遠隔地含む）、海外などに広がるというだけの話
ではありません。

弁護士の仕事は、法律を適用して「正解」を
出すイメージで見られることがありますが、よ
り大切なことは、事案の解決や顧客や社会にとっ
てよりよい在り方について、視野を広げ、感性
を働かせて、いろんな角度・切り口を探してアイ
デアを出していくことです。

オフィスや家と違う環境、例えば、地球の裏側
の街や大自然の中に身を置くことによって、本来、
人が持っている感性、発想力、集中力を活性化
し、今までにない創造性を発揮できれば、弁護士
の提供するサービスの質が変わっていくはずです。

おわりに
デジタルで合理化して便利にする、省エネを

実現する、単純労働からの解放というのは、そ
れだけでも大いに意味のあることです。

そのうえに、仕事の在り方、弁護士・法律事務
所の在り方自体を変えていく、時間的・場所的だ
けでなく、扱う事柄さえもより深く広く、人や
社会の本質に迫り、より沢山の幸せを産むため
の在り方をデザインすることに貢献する可能性
に繋げていければ、質の新たな「価値」が産ま
れます。

真 に「価 値 創 造 」 としてのDX を目 指 して、
当事務所は引き続き取り組みを進めて参ります。

※fｉｒｍｅｅ
　インターネット経由で利用できるクラウド型のソフトウェアで、法律事務所の事件管理に特化した弁護士が開発したサービス。
　弁護士の業務においては、依頼者、関与する弁護士、裁判期日、事件経費などを「事件」ごとに管理する必要があり、
　これを実現するクラウドサービスが複数誕生している。
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弁護士　平 田 尚 久

「育む」形での支援　
＿ 共生社会の実現に向けて＿

特定技能制度の現状
2019 年 4 月、日本国内で人材の確保が困難な

一部の産業分野における人手不足解消を目的とし
て、「特定技能」の在留資格が創設されました。
創設１年目は、制度の利用があまり伸びず、2020
年 3 月末日時点で特定技能の資格を有する在留外
国人数は3,987 人（出入国在留管理庁発表）にと
どまっていましたが、2021 年 9 月末には38,337
人と急激に増加しています。制度創設時、政府は
特定技能の在留資格を持つ外国人の受け入れ上限
値を34.5 万人としていましたが、その数字が現
実味を帯びてきたように思われます。

外国人労働者の取り合い
他方で、特定技能人材の取り合いという問題が

既に顕在化しているとの声を聞きます。特定技能
の在留資格では技能実習の在留資格と異なり転職
が可能であるため、よりよい労働条件の企業・地
域に転職するということが起こっています。また、
地方の企業で技能実習を終えた人材が、特定技能
の在留資格を得て都心に移り住むという事象も起
こっているようです。

外国人労働者の側からすればよりよい労働条件
を求めて転職することは当然のことであり、むし
ろ自由に職場を移ることのできない技能実習制度
に問題があるといえます。しかし、企業の立場か
ら見た場合には、外国人労働者の人材確保という
新たな課題が発生しています。

さらに、日本国外に目を向けると、韓国や台
湾、タイなど、他のアジア諸国との人材の取り合
いも、今後更に激しくなることが予想されます。

長期化する外国人労働者の滞在期間
特定技能制度には、在留期間が5 年間に限定さ

れ家族の滞在が認められない特定技能 1 号と、在
留期間が無期限となり配偶者及び子供の帯同が認
められる特定技能 2 号があります。これまで、特
定技能 2 号の資格は建築業など2 つの産業分野の
みにしか認められていませんでしたが、令和 3 年

11 月、特定技能 2 号の資格を14 の産業分野につ
いて認める方向で法改正が検討されているとの報
道がなされました。より長い期間日本で働く選択
肢が増えることは、外国人労働者にとっても、ま
た雇用する企業にとっても望ましいことです。

これからの外国人労働者支援
長期間日本で働くことが可能になるということ

は、永住も視野に入れ、日本での将来設計を描く
ことができるようになるということでもあります。
人材の取り合いが激化する中、外国人労働者に
選択してもらうためには、そこで働くことによっ
て能力を高め、またその能力を発揮する具体的な
ヴィジョンを描けることが重要だと思います。

技能実習生の過酷な労働環境が報じられるな
ど、これまで外国人労働者の支援とは人権侵害の
問題であり、外国人労働者をどう「保護」する
かという問題であったように思います。未だ、技
能実習生の失踪者は年間数千人に及び、こうした

「保護」が依然として重要であることに変わりは
ありません。

他方で、これからの外国人労働者に対する支援
は、いかに外国人労働者に選ばれる日本・地域・企
業となるかという視点が、これまで以上に重要に
なってきます。そこでは、一人一人の外国人労働
者の希望や能力、家庭環境、更には言語や習慣、
宗教など、その人の置かれた状況に寄り添った支
援の形が必要になってくると思います。

その人のキャリアや生活を育み、日本・地域・企
業といった社会とその人との関係を育む。そうし
た「育む」形での支援が、これからの外国人労働
者の中心的課題となる、あるいは、そうしていか
なければならないのだと思います。

令和 2 年改正個人情報保護法が令和４年４月１
日から施行されるにあたり、現行のプライバシー
ポリシー（や個人情報保護方針）について見直し
が必要な項目があります。

一部ではありますが、見直しが必要な項目を概
観します。

事業者の住所・（法人の場合における）代表者
氏名の公表

個人情報取扱事業者は、本人が開示請求等によ
り自らの保有個人データに適切に関与できるよう
にするため、事業者の氏名等、一定の事項を本人
の知り得る状態に置かなければなりません。

現行法では、事業者の「氏名又は名称」のみで
足りていたところ、法改正により「住所」と「代
表者の氏名」( 法人の場合のみ) が追加されまし
た（改正法 27 条 1 項）。そのため、従来プライバ
シーポリシーに法人の名称のみを記載していた場
合、これに加えて、住所と代表者名を記載する必
要があります。

ただし、「本人の知り得る状態」には「本人の
求めに応じて遅滞なく回答する場合」を含みます
ので、何らかの事情でこれらをプライバシーポリ
シーに記載できない場合には、遅滞なく回答する
体制を整えておくことで足ります（例：自宅兼事
務所であるため住所の公表が躊躇われる場合）。

共同利用における管理責任者の記載事項の
追加公表

個人データを他社と共同利用する場合、現行法は
管理責任者の氏名又は名称のみを予め本人に通知す
るか、本人の知り得る状態に置く、すなわち公表し
ておけば足りましたが、法改正により事業者の「住
所」及び「代表者の氏名」（法人の場合）も記載す
る必要があります（改正法 23 条 5 項 3 号）。

なお、事業者名等の公表の場合とは異なり、必
ず「本人への通知」又は「容易に知り得る状態に
置くこと」が必要ですから、事実上プライバシー
ポリシー等に記載する必要があります。これは、

事業者名等の公表については全ての個人情報取扱
事業者に適用されるため、ホームページ等を持た
ない中小企業等にとって過度な負担となり得るこ
とに配慮した一方で、共同利用を実施する個人情
報取扱事業者は、比較的規模の大きい事業者が想
定され、同様の配慮を行う必要性がさほど高くな
いためです。

また、共同利用の際の事前通知項目に変更があっ
た場合にも、同様にプライバシーポリシーを変更す
る必要があります（改正法 23 条 6 項）。

安全管理措置の内容の公表
個人情報取扱事業者は、保有個人データの安全

管理のために講じた措置の内容を本人の知り得る
状態に置かなければなりません（改正法 27 条 1
項 4 号、政令 8 条 1 号）。

安全管理措置とは、①社内規定の整備状況、②
組織的安全管理措置、③人的安全管理措置、④物
理的安全管理措置、⑤技術的安全管理措置の５つ
に分かれます。明示する内容は、各個人情報取扱
事業者の事業の規模や性質、取り扱う個人データ
の量や性質に応じて変わりますが、一般的な記載
事項としてガイドラインの例（通則編ガイドライ
ン 3 － 8 － 1【安全管理のために講じた措置とし
て本人の知り得る状態に置く内容の事例】）が参
考になります。

なお、①公表の対象から、公表によって保有個
人データの安全管理に支障を及ぼすおそれがある
ものが除外されている点、②保有個人データの場
合と同様に、「本人の求めに応じて遅滞なく回答
する」ことでも足りるため、問い合わせを受けた
ときに遅滞なく回答できるような体制を整えてお
けば、公表しないという選択も可能である点に注
意が必要です。

なぜ改訂が必要か？
令和２年改正法の目的は、本人の権利義務の保

護や個人情報の利活用の促進などですが、本稿で
紹介した改訂内容はいずれも前者の観点から求め
られるものです。

本稿では紙幅の関係で紹介できませんでしたが、
個人情報の利活用の観点からプライバシーポリ
シーの改訂を行うことも考えられます。いずれに
せよ、改正法が施行される令和４年４月１日まで
にプライバシーポリシーの改訂や体制整備等の対
応を行うことが必要です。

弁護士　中 馬 康 貴

法改正に伴う
プライバシーポリシー
改訂の留意点
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る点も注目すべきポイントとなっています。

中小企業における株式交付制度活用の展望
（１）中小企業で株式交付制度は活用されるのか？

株式交付制度は、買主にとってM&A の対価の全
部または一部に現金を使用する必要がないというメリッ
トがあるものの、株式交付によるM&A が成立するた
めには、買主の株式をM&A の対価として受け取るこ
とが売主にとってもメリットであると感じられることが必要
となります。

そのため、非上場株式を対価とすることは、市場価
格がなく換価も困難であるため上場株式を対価とする場
合よりもハードルが高く、非上場会社である中小企業が
買主となるM&A の手法として株式交付制度はそこまで
活用されないのではないかという見方もあるようです。

（２）想定される活用方法
しかし、以下のとおり、A 社が非上場会社である中

小企業の場合においても株式交付の利用が検討され
るべき場面は十分にあり得ると考えます。

まず、A 社が成長性のある非上場会社である場合
で将来的な株価の上昇が見込まれる場合には、売主と
してA 社が非上場株式であっても取得したいと思うた
め、株式交付によるM&A が成立する可能性は十分
にあります。

また、B 社を成長させた経営手腕を見込み、B 社
経営者株主をA 社役員として登用することを条件に、
A 社がA 社株式を対価としてB 社経営者株主からB
社株式の交付を受けるという方法も考えられます。

さらに、上記とは少し毛色が違いますが、B 社のオー
ナー株主が配当や株式の承継の際の節税スキームとし
て資産管理会社（A 社）へ株式を集約させようとする
場合において、A 社株式をオーナー株主に対して交付
し、B 社株式をA 社に譲渡することで、当該譲渡に
伴う譲渡益について直ちに課税されることなく（令和３
年税制改正により、一定の要件を満たせば、株式譲
渡益への課税が繰り延べられることとなります。）、資産
管理会社への株式資産の集約を実現できます。 

おわりに
自社株対価 M&A は、買主にとって、財務基盤を

維持しつつも事業規模の拡大を狙うことができる、まさ

弁護士　福 永 晃 一

株式交付の現在と
今後

所有者不明土地の増加
登記簿上の所有者に対して連絡がつかない土地で

ある、所有者不明土地が増加の一途を辿っており、現
在、その面積は九州の面積を上回るとされています（所
有者不明土地問題研究会）。

この所有者不明土地の増加を抑制しつつ、土地の
有効活用を促進する目的で2021 年 4 月に相続登記を
義務とする不動産登記法の改正がなされるとともに、相
続土地の国庫帰属を可能とする、相続土地国庫帰属
法が制定されました。そして、相続登記の義務化は
2024 年 4 月までに、相続土地国庫帰属制度は2023
年 4 月までに施行されることとなりました。

相続登記の義務化
相続で取得した土地については、相続により所有

権を取得したことを知った日から3 年以内に登記するこ
とが義務付けられ、この登記義務に違反した場合は、
10 万円以下の過料が課されることとなりました。この義
務化において注意すべきことは、不動産登記法改正前
の相続土地についても適用される点で、相続により所
有権を取得したことを知った日と同法施行日のいずれか
遅い方の日から3 年以内に相続登記をしなければなりま
せん。相続登記が未登記となったままの土地をお持ち
の方はご注意下さい。

相続土地の国庫帰属制度
相続土地の国庫帰属制度は、相続または遺贈によっ

て土地の所有権を取得した相続人が、一定の要件を
満たすことを前提に共有者全員で申請するとともに10
年分の管理費を納付した場合に国庫に帰属させること

ができるという制度です。
要件としては、当該土地上に建物が存在しないこと、

当該土地に抵当権や地役権など他者のための権利が
設定されていないこと、隣地との境界に争いがないこと、
崖など特別な管理を要する土地でないこと、管理を阻
害するもの（工作物、樹木または車両等）が当該土
地上に存在しないこと、当該土地が有害物質により汚
染されていないこと等が求められます。

また、必要な管理費用の算定方法については、今
後整理されていくことになりますが、国有地の標準的な
10 年間の管理費用は市街地 200㎡で約 80 万円、原
野で約 20 万円とされていますので、同程度は必要とな
ると考えられます。

以上のとおり、相続土地の国庫帰属制度を利用する
ためには、相続土地について権利関係や性状に問題が
ないことに合わせて一定程度の費用を用意する必要があ
りますが、国庫帰属後 10 年経過したときに当該土地が
活用されていない場合には、税金により管理していくことと
なりますので、やむを得ないものであると考えられます。

このような要件を満たさない土地を相続した場合には、
他の財産の価額を踏まえた上で当該不動産を相続する
ことのメリット、デメリットを検討し、他の財産とともに相続
するのかまたは、相続放棄をするか判断する必要があり
ます。

将来に備えて
不動産をお持ちの方は、ご自身が亡くなった後に不

動産の存在が相続人の負担とならないかを検討してお
かなければなりません。資産価値がある場合には、リ
バースモーゲージ（自宅を担保に入れて生活資金等を
借入れし、自宅に継続して住み続け、亡くなった際に
担保不動産を処分し借入金を返済する仕組み）を利
用することも可能ですが、資産価値がなければこれも難
しくなります。このような場合に、最期までご自宅で過ご
すことを希望される場合には、相続人が相続土地の国
庫帰属制度を用いることができるように、建物の解体費
用や管理費用も遺産として残しておく必要があります。

弁護士　二 宮 淳 次

相続土地の
国庫帰属制度の新設

株式交付制度の運用開始
令和３年３月１日より、改正会社法施行による株式交

付制度が導入され、株式交付によるM&A の成立事
例が出現してきました。

株式交付制度とは、株式会社（Ａ社）が他の株
式会社（Ｂ社）をその子会社とするために、Ｂ社株式
をＢ社株主から譲り受け、その対価としてＡ社株式を
交付する制度です 注 1）。

現時点における活用事例の考察
本稿脱稿日（令和 3 年 11 月27日）時点において

公表されている株式交付制度活用事例は5 件あり注 2）、
いずれも買主（A 社）が上場会社というケースでした。

そして、5 件中３件の買主（A 社）は、B 社経営
者株主である売主が保有する株式の一部のみを取得
し、B 社を子会社化した後もB 社経営者株主にB 社
経営を継続させることとしています。

適時開示情報によると、B 社経営陣にA 社株式を
交付することにより、B 社経営陣がA 社株式を保有し
つつB 社の経営を行うことが、B 社及びA 社を含め
た企業グループの企業価値の向上に向けた動機付け
につながるとの判断から、このような形での株式交付を
成立させているようです。

株式交付制度は、株式対価による円滑な子会社化
の実現という手続面のメリットに注目が集まっていますが、
上記活用事例から、企業がグループを形成・拡大する
場合において株式交付後の株式保有形態により企業
グループ全体の価値向上を目指す仕組みづくりができ

注１）株式交付手続に関する説明は弊所HPのブログ：『中小企業におけるM＆Aの手法としての「株式交付」の可能性』をご参照ください。
注2）①株式会社Eストアー：『簡易株式交付による株式会社アーヴァイン・システムズの子会社化に関するお知らせ』

②GMOインターネット株式会社：『株式会社OMAKASEの株式交付（簡易株式交付）による子会社化に関するお知らせ』
③株式会社プロルート丸光：『簡易株式交付による株式会社マイクロブラッドサイエンスの子会社化に関するお知らせ』
④株式会社CAICA：『株式交付による株式会社Zaif Holdingsの株式追加取得に関するお知らせ』 
⑤株式会社ソフトフロントホールディングス：『簡易株式交付による株式会社サイト・パブリスの子会社化に関するお知らせ』

に守りと攻めを兼ね備えた手法であるにもかかわらず、
日本では、制度の使い勝手の悪さゆえに欧米諸国と
比べてあまり利用されていなかったことが残念なところで
した。

しかし、株式交付制度導入により、従来から存在す
る自社株対価 M&A 手法よりも円滑に遂行でき、加え

て、企業グループが価値を高めて持続的な成長をして
いくツールとして利用することもできるようになりました。

今後は大企業のみならず中小企業においても株式
交付がM&A 手法の選択肢として認知されることにより、
中小企業間のM&A が活発化し、地域経済の活性
化に寄与することが期待されます。

A社 B社
子会社化

A社株式交付

B社株式交付

B社株主
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　六甲山上のシェアオフィス、ロコノマド。私たちは昨年の春、そのオープンから
参加させていただいています。

　「オフィス仕事を山で」というよりも、人に会う場として利用してみたときのこと
を少し。

　ロコノマドは六甲ケーブル山上駅から山道を15分程歩いた標高780ｍほど
のところにあります。神戸の市街地より５℃くらい低く、気候は北海道の南と同
じくらいと言われているそうで、最近長くなっていくばかりの夏には冷んやりとし
た風を、冬にはキリリとした空気を感じることができます。

　もう長らく会ってない人に、ここロコノマドでお会いしました。
　ケーブル駅で待ち合わせをし、木々の葉の揺らぎや小鳥のさえずりに囲まれ
てロコノマドへ。三ノ宮から40分程ですが、のんびりと動くケーブルに揺られた
後、山道を辿っていくと気持ちが少しずつ緩んで膨らんでいくのが分かります。
　天気が良かったので、草の上に置かれたテーブルセットで、話し込みました。

　その方は当時ご依頼をいただいていたある団体の管理部長さんだった方です。
　１０年前のあの時、不祥事発覚後の調査に１年、交渉に半年、訴訟提起から和解まで１年半、事後処理
に１年以上かかった案件でした。私は訴訟提起のころから担当させていただきましたが、訴訟中、証拠集
めや整理に奔走されたその方からは「なぜ被害者が立証しないといけないのか、立証に失敗すればなぜ救
済されないのか、裁判っておかしいのではないか。」と問われ、私は「訴訟は試合だ、これが民主主義におけ
る司法なんだ。」と青く返しましたが、その方は「理屈は分かるが腹に落ちん。」と、私の返しには納得されな
かったことや当時、喧々囂々、色んな議論をしたことを想い出して、笑い合いました。

　家族のことも含めて、あの後お互いに色んなことが
あったんだなあと。
　最後にその方は「忙しいんやろうからこんなんでも聴
いて。」とキースジャレットのケルンコンサートとジャズの
CDを貸してくださいました。
　「心」を「亡くす（失う）」と書いて「忙しい」。私は当時も
その方に注意されていました。

　「贅沢な時間をありがとう。」と言われて、さようならし
ました。
　素晴らしい時間でした。

（石橋 伸子）

ROKKONOMAD(ロコノマド)にて

〒650-0033
神戸市中央区江戸町98番地1 東町・江戸町ビル5階
TEL／078-393-1350　FAX／078-393-2250
https://www.kobecity-lawoffice.com
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オンラインセミナーご好評いただいております。
一昨年の7月より「オンラインセミナー」を開催し、皆様より多くのご参加、ご好評をいただいております。誠にありがとうございます。
本年も引き続き実施させていただく予定ですので、ぜひご参加ください!
【2021年実施テーマ】「相続法改正」「事業承継」「個人情報保護法改正」「企業経営とLGBT」「企業とネットのトラブル～対策と予防」
「サブスクリプション・サービスの法律問題」「副業・兼業と労務管理」「プライバシーポリシー改訂の留意点」(全 8回 )
※ 最新情報は、ホームページ及びFacebook ページにてご案内しております。

写真提供：ロコノマド

写真提供：ロコノマド


